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ア 私道内給水管整備 

 

私道には、給水管が長距離かつ複数本布設

されている所もあり、漏水や出水不良の大き

な原因の一つとなっている。そこで、給水管

を整理及び統合するため、給水栓が３栓以上

ある私道を対象に配水小管を布設し、既設給

水管をステンレス鋼管に取り替えることによ

り、漏水の未然防止を行っている。 

また、給水栓が２栓以下の私道についても

塩化ビニル管等をステンレス鋼管に取り替え

る施策を行っている。 

 

イ 長期不使用給水管整理 

 

 空き家など管理が不十分な給水管が長期間残さ

れることで、漏水の発見の遅れにつながる。この

ため、漏水リスクを回避し、給水環境の適正化を

図っていく観点から、耐震継手化が完了した配水

管から分岐し、かつ使用中止期間が５年以上経過

している長期不使用給水管について、お客さまの

同意が得られた場合に当局が撤去する施策を行っ

ている。 
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第６ 水道施設の整備 
 

１ 施設整備の経過と計画 

 

都の水道は、明治31年の通水以来、水道需要の増加

に対応するため水源の確保や施設の整備が進められ、 

現在では、給水普及率100％、配水管延長２万

7,585km、施設能力684万ｍ³/日となっている。 

 しかし、都の水源は渇水に対する安全度が低く、施

設の中には老朽化による機能低下やバックアップ機能

が不足するものもある。 

 また、高度経済成長期に集中して整備した大規模浄

水場は、今後、順次更新時期を迎えるとともに、切迫

性が指摘される首都直下地震等への備えが必要となっ

ている。 

 さらに、安全でおいしい水へのお客さまニーズの高

まりからより一層の安全安心が求められている。 

 このような、様々な課題に適切に対応するため、「東

京水道経営プラン 2021」及び「東京水道施設整備マス

タープラン」に基づき、次に掲げる施設整備事業を着

実に推進することとしている(表２－17 参照）。 

 

２ 主要施設整備事業 

 

（１）水源及び浄水施設整備事業 

 

 この事業は安定的な給水を確保するため、水源

の確保や導水施設、浄水施設の更新整備などを推

進し、併せて水源及び浄水施設の耐震強化を図る

ものである。 

 主な事業として、霞ヶ浦導水事業による水源確

保に引き続き取り組んでいく。 

また、境浄水場への導水施設を二重化する東村山

境線（仮称）の整備や、境浄水場及び上流部浄水場

（仮称）に東村山浄水場更新時の浄水施設能力低下

を補う代替浄水施設の整備、多摩地区の日原浄水

所等の更新を進めていく。代替浄水施設の整備及

び浄水場の更新に当たっては、火山噴火に伴う降灰

やテロ行為等が発生した場合にも浄水場の機能を維持

するため、浄水施設を建屋型で覆蓋化する。 

 さらに、切迫性が指摘されている首都直下地震

等に備え、朝霞浄水場や金町浄水場の沈殿池等の

耐震化を進めていく。 

 

（２）送配水施設整備事業 

 

この事業は、安定的かつ効率的な配水の確保及び耐

震性の強化を図るため、送・配水管の新設や耐震継手

管への取替え、給水所の整備等を推進するものである。 
主な事業として、バックアップ機能を確保するため、

新城南幹線（仮称）や境浄水場関連送水管、上流部浄

水場（仮称）関連送水管の整備を引き続き進めるとと

もに、給水所への送水の二系統化を図っている。 
給水所については、地域的な偏在や配水池容量の不

足を解消するため、王子給水所（仮称）や新玉川給水

所（仮称）等の新設や和田堀給水所等の拡充整備を進

め、多摩地区では、市町にとらわれない合理的な配水

区域に再編するため、深大寺給水所や柴崎給水所等の

拡充整備を進めている。 
また、水元給水所や芝久保給水所等で配水池の耐震

化にも取り組んでいる。 
配水管については、都の被害想定で震災時の断水率

が高い地域を優先的に取替えを進めるなど重点的な耐

震継手化を推進している。 

さらに、近年、顕在化している風水害リスクへの

対策として、河川横断管路の地中化を進めていく。 

 

（３）給水設備整備事業 
 

この事業は、安定的な給水の確保と水質の向上

を図ることを目的として、給水管の耐震化や漏水

の未然防止を図るものである。 

主な事業として、私道内給水管整備及び長期不

使用給水管整理事業がある。 
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第７ 局事業に係る技術の管理 
 

１ 技術管理 

 

 当局は、水道施設の整備、補修及び改良工事や委託、

測量、調査等の業務を効率的に進めていく上で必要な

土木及び設備の積算基準、仕様書、指針等の整備を適

宜行い、技術管理の維持向上を図っている。 
また、効率的な事業経営や建設業における働き方改

革、環境への配慮の視点から、積算システムの整備、

工事コストの管理及び建設副産物対策にも積極的に取

り組むとともに、水道事業の円滑な運営を確保するた

めに、工事発注者の立場から、工事事故の発生防止に

も努めている。 
 
（１）積算基準及び単価表の整備及び改定  

 
 積算基準は、適正な工事費を見積もるための考え方

や手法を定めたものであり､工事価格が常に市場の実

態と合うよう作業内容や使用機械等は毎年度、国の制

度改革に伴う改定は適宜、見直している。 
単価表は、刊行物単価の調査による資材単価及び主

要な資材については価格変動に応じて毎月改定を行っ

ている。 
また、労務単価及び市場の実勢価格調査による資材

単価等については年度ごとに改定を行っている。 
これらの取組に当たっては、庁内関係局で構成する

東京都工事関係基準協議会で調整を進め、統一的な運

用を図っている。 
積算基準や単価表は、工事発注に係る透明性や公平

性の確保を目的に公表している。 
 

（２）設計及び施工に係る仕様書、指針等の整備 

 
関係法令、条例、各種指針等との整合、庁内関係局

との調整、水道事業の特性等を考慮し、設計及び施工

に係る仕様書や指針の整備及び改定を行っている。 
また、当局が要求する品質を確実にするため、工事

施工の適正化等の取組を反映した関係図書類の整備も

行っている。  
設計及び施工に係る仕様書類は、公表しており、水

道工事に関係する施工業者の知識取得、施工能力の向

上、的確な施工管理等に寄与している。 
 
（３）積算システムの整備 

 
当局の積算システムは、東京都水道局事務系ネット

ワークシステム（以下「ＴＳ－ＮＥＴ」という。）を利

用したクライアントサーバ方式により運営されている。

数量計算・設計積算システム、給水装置工事システム、

小規模工事システム、漏水防止工事システム、設備積

算システム及び事務支援システムの各サブシステムを

一つのシステムとして管理しており、局内の土木・設

備工事の設計及び積算を行うための基幹システムとし

て、平成 16年４月から運用を開始した。 

また、令和元年 12月より局内の現場作業における委

託業務の積算を行うためのシステムの運用を開始した。 

このシステムは、維持管理が容易で運用コストが安

価なネットワーク上で稼動するシステムとなっている。 

また、積算基準、単価表及び各種仕様書類の改定の

実施時期に合わせ、改定の情報をシステム内に取り込

むことにより、事務の効率化を図っている。 

 

（４）工事コストの管理 

 
都は、限られた財源を有効に活用し、品質を確保し

ながら、確実なコスト管理の取組を進めるため、東京

都公共施設等コスト管理委員会を設置して、平成９年

度から平成 18 年度まで三次にわたってコスト縮減に

関する行動計画を策定し、工事コストの縮減に努めて

きた。 

平成 19年度からは、公共工事の品質確保の促進に関

する法律の施行や社会的コストの縮減等を含めた総合

的なコスト管理の確立を目指す新たな取組方針に基づ

き、コスト管理に取り組んできた。 

平成31年３月には、近年の社会構造等の変化に迅速

かつ柔軟に対応できる体制の構築が必要として、東京

都公共施設等コスト管理委員会に代わり、東京都公共

施設等コスト管理情報連絡会を設置している。 

当局では、平成 19 年 12 月に公共施設等のコスト管

理実施方針を策定し、量的縮減だけでなく、時間的コ

ストや社会的コストを含めた総合的なコスト管理の確

立に向けて取り組んでいくこととしている。 
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表２－17 主要施設整備事業 

事 業 名 水源及び浄水施設整備事業 送配水施設整備事業 給水設備整備事業 

事 業 費 1,229 億円 7,596 億円 545 億円 

事 業 期 間 令 和 ３ 年 度 か ら 令 和 ７ 年 度 ま で 

東

京

水

道

経

営

プ

ラ

ン

２

０

２

１ 

事項 

及び 

内容 

（注） 

 浄水施設の更新等 

自家用発電設備の増強等 

 導水施設の整備 

東村山境線（仮称）等 

 大規模浄水場の整備 

境浄水場、上流部浄水場（仮

称）等 

 多摩地区浄水所等の整備 

千ヶ瀬浄水所等 

 堤体耐震強化 

村山上貯水池 

 水源分担金 

霞ヶ浦導水事業等 

 

 送配水管の耐震強化等 

1,828km 

 送配水管ネットワークの強化 

184km 

 配水池等の整備 

上北沢給水所（仮称） 

王子給水所（仮称） 

新玉川給水所（仮称） 

和田堀給水所 

柴崎給水所 

深大寺給水所 

小野路給水所 

福生武蔵野台給水所 

根ヶ布給水所 

若松給水所 

 私道内給水管整備等 

235km 

 長期不使用給水管整理 

14,400 件 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

令

和

７

年  

度 

予 

算 

事 業 費 288 億円 1,466 億円 126 億円 

主な事業 

 浄水施設の更新等 

朝霞浄水場沈砂池耐震化委託

等 

 導水施設の整備 

東村山境線（仮称）等 

 大規模浄水場の整備 

境浄水場 

 多摩地区浄水所等の整備 

日原浄水所等 

 堤体耐震強化 

村山上貯水池 

 水源分担金 

霞ヶ浦導水路、利根導水路等 

 

 送配水管の耐震強化等 

配水本管取替 取替延長 18km 

配水小管取替 取替延長 340km 

 送配水管ネットワークの強化 

新城南幹線（仮称）等 

新設延長 33km  

 配水池等の整備 

新設 

 王子給水所等 

拡充 

和田堀給水所等 

 

 私道内給水管整備等 

新設延長 44km 

 長期不使用給水管整理 

件数 3,240 件 

 

      

（注）本表では、計画期間(令和 3 年度から令和 7 年度まで)に工事を行う主要な施設整備を表示 
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